
   

 令和５年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業の実施状況及び効果検証  

 

新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じて必要な

事業を実施することを目的として交付されました。 

（単位：千円） 

◎ 事 業 内 容 

新型コロナウイルス対応にかかる国庫補助事業の地方負担と、地方単独事業のそれぞれの所要経費に対し、交付限度額を上限として交付金が交付されました。町では、当該交付

金を活用し、コロナ禍におけるエネルギーや食料品価格等の物価高騰の影響を受けている地域経済や住民生活の支援等を通じた地方創生に資する事業及び低所得者への支援として、

各種事業を実施しました。 

◎ 事 業 成 果 

コロナ禍におけるエネルギーや食料品価格等の物価高騰の影響により経済的な打撃を受けた家庭等への生活支援及び事業者への事業継続支援を行い、地域経済や住民生活への支

援等を通して地方創生を図りました。 

 

No, 事業名 事業概要 事業実績及び効果（成果） 
事業費(千円) 

担当課 
 うち交付金充当額 

1 

エネルギー・物価高騰

等に直面する乳幼児保

育世帯への給付金事業 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰によ

る生活への影響を考慮して、乳幼児を保育

する世帯の生活を支援するため、給付金を

給付した。 

出産を経て、ますます強まる子育てへの不安や

経済的な負担が増える0歳児から5歳児までの

未就学児がいる子育て世代に対して、給付金を

支給したことで、経済的な負担を軽減し、生活

への不安を解消することができた。 

〇支給件数 1,093世帯（1世帯20千円） 

22,230 22,045 子ども家庭課 

事業名 事業実績額 特 定 財 源 一 般 財 源 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 216,868 
国県支出金 そ の 他 

937 
215,931 0 



No, 事業名 事業概要 事業実績及び効果（成果） 
事業費(千円) 

担当課 
 うち交付金充当額 

2 

エネルギー・物価高騰

等に直面する高校生世

帯への給付金事業 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰によ

る生活への影響を考慮して、高校生世代の

子どもがいる世帯の生活を支援するため、

給付金を給付した。 

 

高校生世代を養育する世帯に対して給付金を

支給したことで、高校生等への学習支援が図ら

れたとともに、保護者の経済的負担の軽減に効

果があった。 

〇支給件数 899世帯（1世帯20千円） 

18,237 18,084 子ども家庭課 

3 

エネルギー価格等の高

騰に直面する社会生活

サポート事業者支援事

業 

エネルギー・食料品価格の価格高騰の影響

を受けている医療機関及び幼児教育・保育

事業所の負担を軽減し、地域医療並びに幼

児教育・保育環境の安定的な運営の支援を

行うため、エネルギー・食料品価格高騰分

を支援金として支給する。 

物価高騰の影響が大きい町内医療機関及び幼

児教育・保育事業所へ電気代高騰分を支援す

ることで、休業及び休所等を抑制し、安定的

な運営の一助とすることができた。 

〇支援件数 

 ・2病院    10万円を6か月分 

 ・30診療所   2万円を6か月分 

 ・3私立幼稚園  6万円を6か月分 

 ・2私立保育所  3万円を6か月分 

 ・8小規模施設  1万円を6か月分 

6,680 6,626 
健康推進課 

子ども家庭課 

4 

物価高騰に直面する小

中学校世帯への学校給

食費負担軽減事業 

食料品価格等の物価高騰による生活への

影響を考慮して、小中学校に就学する児童

生徒の保護者が負担する給食費について、

賄材料費の物価高騰分を支援し、保護者の

経済的負担を軽減した。 

町内小中学校に就学する児童生徒等に係る食

材料費の物価高騰分の補助を行うことで、児童

生徒への安定的な給食提供を行うことができ、

同時に児童生徒を養育する世帯の経済的な負

担軽減を図るとこができた。 

67,310 66,765 教育総務課 

5 

住民税非課税世帯等に

対する臨時特別給付金

事業 

エネルギーや食料品価格等の物価高騰に

よる生活への影響を考慮して、特に家計へ

の影響が大きい低所得世帯に対して、給付

金を給付した。 

エネルギー・食料品価格等の高騰により大きな

影響を受けている低所得者世帯に給付金を給

付することで、日々の生活への不安をやわらげ

ることができた。また、新型コロナウイルスの

影響による落ち込みから完全回復していない

地域経済の活性化につなげることができた。 

〇給付件数 3,301世帯（1世帯30千円） 

102,411 102,411 福祉課 

 


